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（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 381,013,094 固定負債 61,332,730 ※

有形固定資産 367,659,743 ※ 地方債 53,987,321
事業用資産 206,472,751 ※ 長期未払金 304,206

土地 144,783,690 退職手当引当金 7,020,626
立木竹 - 損失補償等引当金 20,079
建物 141,681,209 その他 499
建物減価償却累計額 △ 82,947,744 流動負債 8,025,705 ※

工作物 5,964,280 1年内償還予定地方債 6,996,598
工作物減価償却累計額 △ 3,063,068 未払金 20,928
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 833,180
航空機 - 預り金 167,782
航空機減価償却累計額 - その他 7,216
その他 - 69,358,435
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 54,385 固定資産等形成分 389,268,849

インフラ資産 158,547,800 ※ 余剰分（不足分） △ 65,973,238
土地 132,132,903
建物 3,319,032
建物減価償却累計額 △ 1,562,901
工作物 55,290,997
工作物減価償却累計額 △ 30,721,361
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 89,131

物品 3,527,460
物品減価償却累計額 △ 888,269

無形固定資産 27,442 ※

ソフトウェア 18,698
その他 8,743

投資その他の資産 13,325,910 ※

投資及び出資金 5,324,384
有価証券 93,572
出資金 5,230,812
その他 -

投資損失引当金 △ 28,400
長期延滞債権 808,656
長期貸付金 396,510
基金 6,827,631

減債基金 -
その他 6,827,631

その他 80,777
徴収不能引当金 △ 83,649

流動資産 11,640,951
現金預金 1,737,062
未収金 264,732
短期貸付金 16,668
基金 8,239,086

財政調整基金 7,610,810
減債基金 628,276

棚卸資産 -
その他 1,383,561
徴収不能引当金 △ 158 323,295,610 ※

392,654,046 ※ 392,654,046 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額
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（単位：千円）

経常費用 63,385,935 ※

業務費用 31,656,499
人件費 12,396,870

職員給与費 9,268,476
賞与等引当金繰入額 833,180
退職手当引当金繰入額 674,170
その他 1,621,044

物件費等 18,156,709
物件費 13,183,800
維持補修費 358,297
減価償却費 4,614,612
その他 -

その他の業務費用 1,102,920
支払利息 560,414
徴収不能引当金繰入額 140,773
その他 401,733

移転費用 31,729,436 ※

補助金等 8,777,530
社会保障給付 17,789,705
他会計への繰出金 5,069,810
その他 92,390

経常収益 5,232,520
使用料及び手数料 3,049,362
その他 2,183,158

純経常行政コスト △ 58,153,415
臨時損失 8,343

災害復旧事業費 -
資産除売却損 406
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 6,989
その他 948

臨時利益 136,826
資産売却益 136,826
その他 -

純行政コスト △ 58,024,931 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額
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（単位：千円）

前年度末純資産残高 315,736,769 383,198,283 △ 67,461,514

純行政コスト（△） △ 58,024,931 △ 58,024,931

財源 59,510,533 59,510,533

税収等 42,304,319 42,304,319

国県等補助金 17,206,214 17,206,214

本年度差額 1,485,601 ※ 1,485,601 ※

固定資産等の変動（内部変動） △ 2,674 ※ 2,674 ※

有形固定資産等の増加 14,943,374 △ 14,943,374

有形固定資産等の減少 △ 16,289,562 16,289,562

貸付金・基金等の増加 2,972,954 △ 2,972,954

貸付金・基金等の減少 △ 1,629,441 1,629,441

資産評価差額 - -

無償所管換等 6,073,241 6,073,241

その他 - - -

本年度純資産変動額 7,558,842 6,070,566 ※ 1,488,276 ※

本年度末純資産残高 323,295,610 ※ 389,268,849 △ 65,973,238

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 58,527,924 ※

業務費用支出 26,775,856
人件費支出 12,271,612
物件費等支出 13,542,097
支払利息支出 560,414
その他の支出 401,733

移転費用支出 31,752,068 ※

補助金等支出 8,800,162
社会保障給付支出 17,789,705
他会計への繰出支出 5,069,810
その他の支出 92,390

業務収入 63,653,572
税収等収入 42,301,254
国県等補助金収入 16,273,444
使用料及び手数料収入 3,047,630
その他の収入 2,031,244

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 5,125,648
【投資活動収支】

投資活動支出 6,602,849
公共施設等整備費支出 3,713,713
基金積立金支出 2,422,877
投資及び出資金支出 110,447
貸付金支出 355,812
その他の支出 -

投資活動収入 3,018,540 ※

国県等補助金収入 932,770
基金取崩収入 1,010,223
貸付金元金回収収入 383,337
資産売却収入 581,711
その他の収入 110,500

投資活動収支 △ 3,584,309
【財務活動収支】

財務活動支出 6,767,952
地方債償還支出 6,760,467
その他の支出 7,485

財務活動収入 4,941,841
地方債発行収入 4,941,841
その他の収入 -

財務活動収支 △ 1,826,111
△ 284,772
1,854,051
1,569,280 ※

前年度末歳計外現金残高 212,093
本年度歳計外現金増減額 △ 44,311
本年度末歳計外現金残高 167,782
本年度末現金預金残高 1,737,062

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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注 記 事 項 

 

1.重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（③を除く）･････････定額法 

② 無形固定資産（③を除く）･････････定額法 

③ リース資産 ･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著

しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

長期延滞債権、長期貸付金、未収金、短期貸付金及びその他債権について、過去 3 年間の平均不納欠

損率により徴収不能見込額を計上しています。 
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③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に

規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、

それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総額が

300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(6) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品の計上基準 

物品については、取得価額が 50万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分 

修繕等に係る支出が当該資産の資産価値を高め、またはその耐久性を増すこととなると認められるか

どうか判断し、認められる部分に対応する金額を資本的支出として資産に計上しています。 

 

 

2.重要な会計方針の変更 

 重要な会計方針の変更はありません。 
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3.重要な後発事象 

特になし 

4.偶発債務 

 会計年度末においては現実の債務ではないが、将来一定の条件を満たすような事態が生じた場合に債務とな

るものは、次の通りです。 

 
 

  
   （単位：千円） 

団体名称 
出資割合 損失補償 

限度額 

うち、財政健全化法の将来負 

担比率算定上の将来負担額 

社会福祉法人伊丹市社会福祉事業団  0.497% 54,165 5,417 

兵庫県信用保証協会  0.487% 1,463,316 14,662 

合計  ― 1,517,481 20,079 

 

 

5.追加情報 

（1）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

中小企業勤労者福祉共済事業特別会計 

② 地方自治法第 235 条の 5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間にお

ける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

実質赤字比率 該当なし 

連結実質赤字比率 該当なし 

実質公債費比率 7.1％ 

将来負担比率 該当なし 

⑤ 繰越事業に係る将来の支出予定額 815,345 千円 

（2）貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

普通財産のうち活用が図られていない公共資産で、当該年度の翌年度予算において財産収入として

措置されている土地及び建物 

イ 内訳 

土地  売却可能価額 44,500 千円 

          帳簿価額   32,560 千円 
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② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

標準財政規模 40,550,291 千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 5,358,686 千円 

将来負担額 93,732,204 千円 

充当可能基金額 16,103,332 千円 

特定財源見込額 14,984,134 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 65,225,911 千円 

 

（3）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（4）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 2,101,753 千円 

     ② 既存の決算情報との関連性     

    （単位：千円） 

  収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 

一般会計 73,447,536 71,878,544 

中小企業勤労者福祉共済事業特別会計 31,150 30,862 

合計 73,478,686 71,909,406 

資金収支計算書 

（歳計外現金 

を除く） 

前年度末資金残高 1,854,051   

当年度資金収支合計 71,613,954 71,898,725 

内部取引調整 10,681 10,681 

合計 73,478,686 71,909,406 

    

③ 一時借入金の限度額 2,000,000 千円 
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浮
標

等
-

-
-

-
-

-
-

　
　

船
舶

-
-

-
-

-

-
-

　
　

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

　
　

航
空

機
-

-
-

-
-

0
54

,3
85

 
イ

ン
フ

ラ
資

産
18

9,
90

5,
32
0

1,
65

3,
28

5
72

6,
54

2
19

0,
83

2,
06

3
32

,2
84

,2
62

1,
22

7,
01

3
15

8,
54

7,
80

0

　
　

建
設

仮
勘

定
1,

96
1,

40
0

1,
99

7,
79

4
3,

90
4,

80
9

54
,3

85
0

0
13

2,
13

2,
90

3

　
　

建
物

3,
21

1,
54

3
10

7,
48

9
0

3,
31

9,
03

2
1,

56
2,

90
1

76
,2

42
1,

75
6,

13
1

　
　

土
地

13
2,

10
9,

13
9

40
,9

30
17

,1
67

13
2,

13
2,

90
3

0

1,
15

0,
77

1
24

,5
69
,6

36

　
　

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

　
　

工
作

物
54

,2
61

,7
80

1,
02

9,
42

6
20

8
55

,2
90

,9
97

30
,7

21
,3

61

4,
60

8,
41

3
36

7,
65

9,
74

3
合

計
47

7,
51

0,
79
6

14
,7

26
,9

15
5,

39
4,

62
5

48
6,

84
3,

08
6

11
9,

18
3,

34
3

0
89

,1
31

 
物

品
3,

33
4,

62
0

19
3,

34
7

50
7

3,
52

7,
46

0
88

8,
26

9
28

3,
08

9
2,

63
9,

19
1

　
　

建
設

仮
勘

定
32

2,
85

8
47

5,
44

0
70

9,
16

7
89

,1
31

0
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②
投

資
及

び
出

資
金

の
明

細

市
場

価
格

の
あ

る
も

の
（単

位
：
千

円
）

銘
柄

名
株

数
・口

数
な

ど
（
Ａ

）
時

価
単

価
（
Ｂ

）

貸
借

対
照

表
額

（
Ａ

）×
（Ｂ

）
（Ｃ

）

取
得

単
価

（
Ｄ

）

取
得

原
価

（
Ａ

）×
（Ｄ

）
（Ｅ

）

評
価

差
額

（Ｃ
）－

（Ｅ
）

（Ｆ
）

（
参

考
）財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

（
対

象
な

し
）

合
計

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（会
計

）
に

対
す

る
も

の
（単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）

（
Ａ

）

資
産

（
Ｂ

）
負

債
（Ｃ

）

純
資

産
額

（Ｂ
）－

（Ｃ
）

（
Ｄ

）

出
資

割
合

（
％

）
（Ｅ

）

実
質

価
額

（Ｄ
）
×

（
Ｅ

）
（
Ｆ

）

投
資

損
失

引
当

金
計

上
額

（Ｇ
）

（
参

考
）財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

伊
丹

市
水

道
事

業
3,

87
8,

66
9

33
,9

78
,3

22
19

,3
88

,6
51

14
,5

89
,6

71
10

0.
00

0%
14

,5
89

,6
71

0
3,

87
8,

22
2

伊
丹

市
下

水
道

事
業

30
0,

00
0

62
,5

01
,2

18
47

,0
47

,3
63

15
,4

53
,8

56
10

0.
00

0%
15

,4
53

,8
56

0
30

0,
00

0
伊

丹
市

交
通

事
業

28
,4

00
2,

27
9,

65
8

2,
35

3,
77

7
-7

4,
11

9
10

0.
00

0%
0

28
,4

00
28

,4
00

伊
丹

市
病

院
事

業
82

,8
20

10
,5

96
,1

23
8,

33
9,

53
0

2,
25

6,
59

2
10

0.
00

0%
2,

25
6,

59
2

0
82

,8
20

（
公

財
）い

た
み

文
化

・ス
ポ

ー
ツ

財
団

31
0,

00
0

56
4,

27
1

15
8,

90
8

40
5,

36
3

10
0.

00
0%

40
5,

36
3

0
20

0,
00

0
伊

丹
都

市
開

発
（
株

）
35

8,
95

0
71

9,
21

9
61

,3
99

65
7,

82
0

77
.1

94
%

50
7,

79
7

0
35

8,
95

0
（
公

財
）柿

衞
文

庫
30

,0
00

59
8,

00
7

10
,7

03
58

7,
30

3
8.

07
5%

47
,4

25
0

30
,0

00
合

計
4,

98
8,

83
9

11
1,

23
6,

81
8

77
,3

60
,3

30
33

,8
76

,4
87

―
33

,2
60

,7
05

28
,4

00
4,

87
8,

39
2

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（会
計

）
以

外
に

対
す

る
も

の
（単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
Ａ

）
資

産
（
Ｂ

）
負

債
（Ｃ

）

純
資

産
額

（Ｂ
）－

（Ｃ
）

（
Ｄ

）

出
資

割
合

（
％

）
（Ｅ

）

実
質

価
額

（Ｄ
）
×

（
Ｅ

）
（
Ｆ

）

強
制

評
価

減
（Ｇ

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）－
（Ｇ

）
（
Ｈ

）

（参
考

）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

兵
庫

県
農

業
信

用
基

金
協

会
93

0
54

2,
33

1,
60

9
52

8,
04

4,
69

3
14

,2
86

,9
16

0.
00

9%
1,

28
6

0
93

0
93

0
兵

庫
県

信
用

保
証

協
会

　
11

8,
21

0
1,

26
0,

25
3,

31
2

1,
15

1,
11

6,
56

9
10

9,
13

6,
74

3
0.

48
7%

53
1,

49
6

0
11

8,
21

0
11

8,
21

0
兵

庫
県

住
宅

供
給

公
社

1,
00

0
11

0,
77

2,
60

0
10

5,
17

4,
14

9
5,

59
8,

45
1

6.
66

7%
37

3,
24

9
0

1,
00

0
1,

00
0

（
公

社
）兵

庫
県

私
学

振
興

協
会

1,
60

0
4,

33
5,

87
4

2,
35

9,
34

8
1,

97
6,

52
6

0.
06

8%
1,

34
4

0
1,

60
0

1,
60

0
兵

庫
県

農
業

共
済

組
合

連
合

会
15

8
19

,4
67

,1
85

3,
96

9,
38

6
15

,4
97

,7
99

0.
67

6%
10

4,
76

5
0

15
8

15
8

（
公

財
）ひ

ょ
う

ご
環

境
創

造
協

会
10

,3
40

7,
73

2,
22

3
2,

20
5,

52
5

5,
52

6,
69

8
1.

59
1%

87
,9

30
0

10
,3

40
10

,3
40

（
一

財
）兵

庫
県

雇
用

開
発

協
会

30
0

72
,5

41
9,

40
8

63
,1

34
2.

94
1%

1,
85

7
0

30
0

30
0

（
公

社
）兵

庫
み

ど
り

公
社

2,
62

0
73

,7
19

,5
86

71
,5

39
,3

95
2,

18
0,

19
0

0.
36

6%
7,

97
9

0
2,

62
0

2,
62

0
（
福

）
伊

丹
市

社
会

福
祉

事
業

団
4,

00
0

2,
71

7,
43

9
57

4,
81

2
2,

14
2,

62
7

0.
49

7%
10

,6
49

0
4,

00
0

4,
00

0
大

阪
湾

広
域

臨
海

環
境

整
備

セ
ン

タ
ー

30
0

42
,7

76
,5

48
28

,4
54

,1
23

14
,3

22
,4

25
0.

21
9%

31
,3

66
0

30
0

30
0

（
公

財
）暴

力
団

追
放

兵
庫

県
民

セ
ン

タ
ー

9,
19

0
1,

60
1,

13
1

11
,0

88
1,

59
0,

04
3

0.
61

3%
9,

74
7

0
9,

19
0

9,
19

0
（
公

財
）兵

庫
県

人
権

啓
発

協
会

1,
00

0
13

5,
90

1
11

,1
56

12
4,

74
4

0.
97

4%
1,

21
5

0
1,

00
0

1,
00

0
（
公

財
）兵

庫
県

ま
ち

づ
く
り

技
術

セ
ン

タ
ー

2,
78

3
7,

47
4,

47
7

4,
09

4,
20

9
3,

38
0,

26
7

1.
24

3%
42

,0
17

0
2,

78
3

2,
78

3
（
公

財
）ひ

ょ
う

ご
震

災
記

念
21

世
紀

研
究

機
構

4,
50

0
2,

14
7,

02
1

30
6,

14
5

1,
84

0,
87

6
0.

45
0%

8,
28

4
0

4,
50

0
4,

50
0

阪
神

友
愛

食
品

（
株

）
　

2,
35

0
70

,0
50

76
,2

85
-6

,2
35

2.
81

9%
-1

76
2,

35
0

0
2,

35
0

伊
丹

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

放
送

（
株

）
40

,0
00

13
8,

14
2

7,
12

8
13

1,
01

4
40

.0
00

%
52

,4
06

0
40

,0
00

40
,0

00
（
公

財
）阪

神
北

広
域

救
急

医
療

財
団

29
,0

42
23

5,
49

2
82

,4
46

15
3,

04
6

28
.7

55
%

44
,0

08
0

29
,0

42
29

,0
42

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

　
16

,0
00

24
,7

55
,8

29
,0

00
24

,4
88

,4
01

,0
00

26
7,

42
8,

00
0

0.
09

6%
25

6,
73

1
0

16
,0

00
16

,0
00

（
株

）
サ

ン
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
90

0
5,

09
3,

15
6

1,
98

4,
47

4
3,

10
8,

68
1

0.
09

3%
2,

89
1

0
90

0
90

0
伊

丹
シ

テ
ィ

ホ
テ

ル
（
株

）
　

25
0,

00
0

1,
45

6,
42

4
1,

21
4,

94
2

24
1,

48
2

6.
66

7%
16

,1
00

22
7,

32
8

22
,6

72
25

0,
00

0
（
株

）
ア

リ
オ

30
,0

00
18

3,
94

1
30

,7
62

15
3,

17
9

22
.1

40
%

33
,9

14
0

30
,0

00
30

,0
00

（
株

）
ベ

イ
・コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ズ
　

　
40

,0
00

19
,0

10
,2

82
5,

02
4,

83
5

13
,9

85
,4

47
0.

53
0%

74
,1

23
0

40
,0

00
40

,0
00

合
計

56
5,

22
3

26
,8

57
,5

53
,9

34
26

,3
94

,6
91

,8
81

46
2,

86
2,

05
3

―
1,

69
3,

18
0

22
9,

67
8

33
5,

54
5

56
5,

22
3

　
※

表
示

単
位

に
つ

い
て

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

し
て

表
示

し
て

い
る

た
め

、
合

計
金

額
が

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
り

ま
す

。
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③
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
【
長

期
貸

付
金

】
貸

借
対

照
表

計
上

額
第

三
セ

ク
タ

ー
等

　
伊

丹
都

市
開

発
㈱

1
4
,1

2
0

　
兵

庫
県

住
宅

供
給

公
社

3
4
7
,2

5
4

そ
の

他
の

貸
付

金
　

宅
地

住
宅

取
得

資
金

等
貸

付
金

4
,3

1
4

　
奨

学
金

貸
付

2
6
,8

4
3

　
私

立
大

学
等

入
学

支
度

金
貸

付
3
,9

5
4

　
伊

丹
市

教
育

奨
励

金
2
6

合
計

3
9
6
,5

1
0

④
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

⑤
未

収
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
税

等
未

収
金

　
市

税
等

3
7
5
,3

0
6

　
分

担
金

及
び

負
担

金
2
8
,3

3
0

　
使

用
料

及
び

手
数

料
9
2
,3

6
5

　
延

滞
金

等
2
,2

2
8

　
財

産
収

入
4
2

そ
の

他
の

未
収

金
　

宅
地

住
宅

取
得

資
金

等
貸

付
金

1
0
,4

5
7

　
奨

学
金

貸
付

2
,2

1
8

　
私

立
大

学
等

入
学

支
度

金
貸

付
3
,4

7
4

　
貸

付
金

利
子

合
計

1
2
,0

3
4

　
生

活
資

金
貸

付
金

1
,4

3
5

　
災

害
援

護
資

金
貸

付
金

1
6
4
,3

9
2

　
雑

入
1
1
6
,3

7
6

合
計

8
0
8
,6

5
6

　
※

表
示

単
位

に
つ

い
て

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

し
て

表
示

し
て

い
る

た
め

、
合

計
金

額
が

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
り

ま
す

。

  

1
6
,6

6
8

7
,7

7
4

3
5

4
1
3
,1

7
8

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額

合
計

3
,8

2
0 9

【
短

期
貸

付
金

】
貸

借
対

照
表

計
上

額

1
6
,9

4
4

3
4
7
,2

5
4

6
,2

4
3

3
4
,9

2
9

2
,8

2
4 0

1
,9

2
9

8
,0

8
6

　
奨

学
金

貸
付

　
私

立
大

学
等

入
学

支
度

金
貸

付
　

貸
付

金
利

子
合

計

税
等

未
収

金
　

市
税

等
　

分
担

金
及

び
負

担
金

　
使

用
料

及
び

手
数

料
　

延
滞

金
等

合
計

　
雑

入

1
9
8
,1

1
2

6
,7

7
3

1
3
,1

6
4

4
4
,8

0
60

5
1
7

7
8
5

5
1
0

6
6

そ
の

他
の

未
収

金
　

宅
地

住
宅

取
得

資
金

等
貸

付
金

2
6
4
,7

3
2
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